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事業概要



株式会社クボタ社 名

北尾 裕一代表取締役社⾧

1890年創 業

農業機械、建設機械、エンジン、鉄管、水処理システムなどの開発・製造・販売主な事業内容

事業概要
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補助金申請の経緯と実施内容
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▼ EPAを利用した関税削減のスキーム

EPAを利用しない場合

EPA締結国には他国より有利なEPA税率の適応が可能
輸入者は輸入時に納める関税額を削減することができる

補助金申請の経緯と実施内容

EPAを利用した場合

ただし、EPA税率を適用するためには対象の製品が
EPA締結国の「原産品」であることの立証＝原産性調査が必要



② 業務の属人化

① 業務工数の高さ

サプライヤークボタ

依頼

回答

原産性調査 原産性調査
根拠資料

EXCELEXCEL
PDF

原産判定

資料提出

根拠資料

日商

PDF

根拠資料

補助金申請の経緯と実施内容

• EPA原産性調査に関する専門知識
• 依頼状況の進捗管理

• 手作業（エクセル）での資料の作成
• メールでのやりとり
• 膨大な資料の⾧期保管

サプライチェーン全体の原産性調査業務をデジタル化し
効率的かつ持続可能なEPA管理体制を構築

Before EPA原産性調査の業務課題



補助金申請の経緯と実施内容

 クボタ及びクボタサプライチェーンへのJAFTAS®導入
 EPA原産性調査業務フローの見直し及び導入効果検証
 JAFTAS®システムの機能改善（不便だった仕様の改修）

JAFTAS®の特徴的な機能:
• サプライチェーン全体で同じシステムを共有して原産性調査が可能
• 証明書類の一元管理が可能
• 日本商工会議所とのデータ連携が可能
• サポートデスクが常駐しており、操作だけでなくEPAに関する問い合わせも可能

After

JAFTAS®のシステム機能および専門家サポートが業務改革に資すると
判断し導入を決定

▼ 補助事業実施事項

業務課題への対応

サプライヤークボタ日商

データ連携 依頼

回答
原産判定 原産性調査 原産性調査



補助金申請の経緯と実施内容
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3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月

貿易PF
補助金

JAFTAS:
導入対応
サポート

EPA業務
主管部署

IT部門

JAFTAS:
システム改修

審査
交付
決定
通知

補助事業 実施期間
確定
検査

補助金
振込

クボタ

システム環境構築

サプライヤー
説明会①

採択

操作確認

JAFTAS導入

サプライヤー
説明会②

システム環境構築～導入

効果検証 実施報告

サプライヤー説明会準備

社内調整
業務フロー整理

サプライヤー企業
JAFTAS利用登録サポート

サプライヤー企業
JAFTAS調査依頼サポート

サプライヤー企業
JAFTAS招待

JAFTASを利用した
原産資格調査

動作
確認

検証サンプル選定

▼ 実施スケジュール

システム操作確認 サプライヤー
説明会準備

新機能
リリース②仕様検討・開発

新機能
リリース①仕様検討・開発
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JAFTAS®の導入効果



サプライヤークボタ日商

データ連携 依頼

回答
原産判定 原産性調査 原産性調査

JAFTASの導入効果

サプライヤークボタ

依頼

回答

原産性調査 原産性調査
根拠資料

EXCELEXCEL
PDF

原産判定

資料提出

根拠資料

日商

PDF

根拠資料

フォーマットの統一

システムでの依頼送受信

システムでの資料作成
クラウド保存

資料自動連携

▼ 業務工数の削減

Before
After

今後更なる工数削減を目標に業務改善を推進中

紙ベースの申請書類が不要になり、すべてオンラインで完結
過去案件の再利用などの機能でデータ再入力などの工数が削減

約10%の工数削減達成!!



JAFTASの導入効果

▼ 証明品質の向上/業務標準化
 原産性調査作業の安定化・品質向上

• JAFTAS®の画面のフローに沿って原産性調査を進めていくことで作業のばらつきや
抜け漏れを防ぐ。

• データ連携による自動入力、協定条文の簡易表記や入力補助の表示などにより
ヒューマンエラーを防止。

• オンラインで連携されることによりトレーサビリティが確保。事後確認対応やトラブル対
応もスムーズになる。

 過去の案件のノウハウやデータを蓄積
• 過去の作成資料にばらつきが無く、案件ごとに管理がされていることで、業務引継ぎ
がスムーズになる。

 相談先の常駐
• JAFTAS®サポートデスクを利用することで、操作だけでなくEPAの知識の補完が可
能。経験年数の浅い担当者でも安心して業務を行うことができる。

 EPAデータの戦略的活用
• 仕向先や取引先ごとのEPA利用状況の管理が容易となったことにより、貿易戦略
へのデータ活用が可能（例:関税削減額の試算、最適なサプライチェーン設計、
EPA対象製品の拡大による貿易コスト削減）

▼ 事業戦略への活用



Thank you
ご清聴ありがとうございました。


